
北海道文教大学学費等の納付に関する取扱内規
(目 的）

第１条 この内規は、北海道文教大学学則、並びに北海道文教大学大学院学則（以下「学則」という。）に規定す

る授業料及びその他の諸費用（以下「学費等」という。）の納付に関する取扱いについて必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

(納付の通知時期）

第２条 学費等の納付通知の時期は、別表第１に掲げるとおりとする。

(納付の通知方法）

第３条 学費等の納付通知の方法は、文書で納付の通知を行うものとする。

(学費等の納付期限）

第４条 学則に基づき、学費等は年額を基礎とし、指定された期日までに納付しなければならない。ただし、別

表第１に定めるところにより、前期にあっては４月末日、後期にあっては10月末日までに、それぞれ年額の２

分の１に相当する額を納付することができる。

２ 入学生に係る学費等については、入学手続時に納付しなければならない。ただし特別の事情があると認めら

れる場合は、学長の許可を得て猶予することができる。

(延納及び分納）

第５条 学長は、経済的な理由により、前条に定める納付期限までに納付が困難な者に対して、延納又は分納を

許可することがある。

２ 前項の許可を得ようとする者は、前条に定める納付期限までに所定の延納願又は分納願を学長宛に提出しな

ければならない。

３ 延納又は分納を許可された者が、届け出の期日までに納付しないときは、その翌日をもって延納又は分納の

許可を取り消すことができる。

(延納及び分納の納付期限）

第６条 学費等の延納及び分納の納付期限は次の通りとする。

(督促事務）

第７条 学費等を納付期限までに納付しない者（以下「未納者」という。）に係る納付金の徴収事務を円滑に行う

ため、事務局に督促事務担当者を置くものとする。

２ 督促事務担当者は、事務局長が指名するものとし、会計課長・学生課長をもってあてる。

(督促の手続き）

第８条 督促事務担当者は、未納者に対しその督促を行わなければならない。

２ 督促事務担当者は、前項の規定に基づく学費等の督促にあたっては別表第２に基づき督促を行うものとする。

(学費等未納者の通知）

第９条 督促事務担当者は、毎年２月末日現在における当該年度の学費等の未納者について、学費等未納者通知

書を学長に提出するものとする。

２ 学長は、前項による学費等未納者通知書の提出があったときは、その内容について確認の上、学則に規定す

る除籍事由該当者として、当該学科長及び研究科長へ報告するものとする。

(休学時、及び復学時の学費等）

第10条 休学を許可され又は命じられた者は、休学期間中の学費等を免除する。ただし、学期の中途において休
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納 付 期 限
学 期

延 納 分 納

前 期 ７月末日 許可された各月末日とし、

翌年１月末日を限度とする。後 期 翌年１月末日

学した場合は別表第３、復学した場合は別表第４のとおりとする。

２ 休学者は、休学期間中の教育充実費は納付しなければならない。

(留年者の学費等）

第11条 留年者は、各期の履修登録単位数に応じて、授業料・実験実習費を納付しなければならない。ただし、

各期に納める規定額を上限とする。

２ 進級又は卒業を不可とされ留年した者の授業料・実験実習費は、別表第５のとおりとする。

３ 留年者は、留年期間中の教育充実費は納付しなければならない。

(除籍手続等）

第12条 未納者の在籍する学科長及び研究科長は学務部学生課と連携して、２期の未納者及び保証人に対して納

付計画の再考と除籍の取扱いについて説明し、適切な助言等を行うものとする。

２ 学部学生は、第５条及び前項の手続きを行ってもなお納付しないときは、学生委員会での審議及び教授会の

議を経て、当該未納者を除籍する。

３ 大学院学生は、第５条及び第１項の手続きを行ってもなお納付しないときは、研究科委員会での審議及び大

学院委員会の議を経て、当該未納者を除籍する。

(改 廃）

第13条 この内規の改廃は、学長が提案し理事長が行うものとする。

附 則

この内規は、平成20年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成23年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成24年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成26年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、令和３年４月１日から施行する。
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北海道文教大学学費等の納付に関する取扱内規
(目 的）

第１条 この内規は、北海道文教大学学則、並びに北海道文教大学大学院学則（以下「学則」という。）に規定す

る授業料及びその他の諸費用（以下「学費等」という。）の納付に関する取扱いについて必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

(納付の通知時期）

第２条 学費等の納付通知の時期は、別表第１に掲げるとおりとする。

(納付の通知方法）

第３条 学費等の納付通知の方法は、文書で納付の通知を行うものとする。

(学費等の納付期限）

第４条 学則に基づき、学費等は年額を基礎とし、指定された期日までに納付しなければならない。ただし、別

表第１に定めるところにより、前期にあっては４月末日、後期にあっては10月末日までに、それぞれ年額の２

分の１に相当する額を納付することができる。

２ 入学生に係る学費等については、入学手続時に納付しなければならない。ただし特別の事情があると認めら

れる場合は、学長の許可を得て猶予することができる。

(延納及び分納）

第５条 学長は、経済的な理由により、前条に定める納付期限までに納付が困難な者に対して、延納又は分納を

許可することがある。

２ 前項の許可を得ようとする者は、前条に定める納付期限までに所定の延納願又は分納願を学長宛に提出しな

ければならない。

３ 延納又は分納を許可された者が、届け出の期日までに納付しないときは、その翌日をもって延納又は分納の

許可を取り消すことができる。

(延納及び分納の納付期限）

第６条 学費等の延納及び分納の納付期限は次の通りとする。

(督促事務）

第７条 学費等を納付期限までに納付しない者（以下「未納者」という。）に係る納付金の徴収事務を円滑に行う

ため、事務局に督促事務担当者を置くものとする。

２ 督促事務担当者は、事務局長が指名するものとし、会計課長・学生課長をもってあてる。

(督促の手続き）

第８条 督促事務担当者は、未納者に対しその督促を行わなければならない。

２ 督促事務担当者は、前項の規定に基づく学費等の督促にあたっては別表第２に基づき督促を行うものとする。

(学費等未納者の通知）

第９条 督促事務担当者は、毎年２月末日現在における当該年度の学費等の未納者について、学費等未納者通知

書を学長に提出するものとする。

２ 学長は、前項による学費等未納者通知書の提出があったときは、その内容について確認の上、学則に規定す

る除籍事由該当者として、当該学科長及び研究科長へ報告するものとする。

(休学時、及び復学時の学費等）

第10条 休学を許可され又は命じられた者は、休学期間中の学費等を免除する。ただし、学期の中途において休
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納 付 期 限
学 期

延 納 分 納

前 期 ７月末日 許可された各月末日とし、

翌年１月末日を限度とする。後 期 翌年１月末日

学した場合は別表第３、復学した場合は別表第４のとおりとする。

２ 休学者は、休学期間中の教育充実費は納付しなければならない。

(留年者の学費等）

第11条 留年者は、各期の履修登録単位数に応じて、授業料・実験実習費を納付しなければならない。ただし、

各期に納める規定額を上限とする。

２ 進級又は卒業を不可とされ留年した者の授業料・実験実習費は、別表第５のとおりとする。

３ 留年者は、留年期間中の教育充実費は納付しなければならない。

(除籍手続等）

第12条 未納者の在籍する学科長及び研究科長は学務部学生課と連携して、２期の未納者及び保証人に対して納

付計画の再考と除籍の取扱いについて説明し、適切な助言等を行うものとする。

２ 学部学生は、第５条及び前項の手続きを行ってもなお納付しないときは、学生委員会での審議及び教授会の

議を経て、当該未納者を除籍する。

３ 大学院学生は、第５条及び第１項の手続きを行ってもなお納付しないときは、研究科委員会での審議及び大

学院委員会の議を経て、当該未納者を除籍する。

(改 廃）

第13条 この内規の改廃は、学長が提案し理事長が行うものとする。

附 則

この内規は、平成20年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成23年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成24年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成26年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、令和３年４月１日から施行する。
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別表第１（第２条、第４条関係）

○ 学費及びその他の費用（諸会費等）の納付通知時期及び納付期限

学期 前期（又は入学手続時） 後期

通知時期 ４月 10月

納付期限 ４月末日 ※口座振替は５月５日 10月末日 ※口座振替は11月５日

学費 その他の費用 学費

納付対象費用等
授業料

教育

充実費

実験

実習費
演習費

学友

会費

後援

会費

学研災

学研賠

同窓

会費
授業料

教育

充実費

実験

実習費
演習費

「外国語学部」 ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○

「人間科学部」 ○ ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○ ○

「国際学部」 ○ ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○ ○

「大学院」

・グローバルコミニユケーション研究科
○ ○

入学

手続時
○

「大学院」

・健康栄養科学研究科
○ ○ ○

入学

手続時
○ ○

「大学院」

・リハビリテーション科学研究科
○

入学

手続時
○

「大学院」

・こども発達学研究科
○

入学

手続時
○

（注)１．授業料、教育充実費、実験実習費、演習費及びその他の費用のうち学友会費及び後援会費は毎年度納付とする。な

お、学研災及び学研賠は入学手続時に在学年数分を徴収し、同窓会費は入学手続時に終身会費として徴収する。た

だし、留年者の学研災及び学研賠は１年分の掛け金を前期に徴収する。また、大学院研究科の教育充実費は前期に

徴収する。

※大学院グローバルコミュニケーション研究科及び大学院健康栄養科学研究科の教育充実費は１年間分を最小単

位とする。

２．学則に基づき、後期（10月１日）に入学をした場合は、10月１日から翌３月31日までを前期（学年の始め）と読み

替える。
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別表第２（第８条第２項関係）

授業料等の督促時期

督 促 方 法 時 期 備 考

保証人あて文書督促① ６月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促② ７月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

保証人あて文書督促③ 12月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促④ １月20日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促 ２月10日
「所定の期限まで納付されない場合は進級・卒業判定会議に該当

しない者として審議される。」旨を表示する。

別表第３（第10条関係）

休学時の学費等について

〔前期休学〕

全期休学 期中休学
休学期間

４月１日～９月30日 ５月１日以降～９月30日

授業料 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの授業料を免除

教育充実費 全額納付 全額納付

実験実習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの実験実習費を免除

演習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの演習費を免除

その他の経費

学友会費 全額免除 全額納付

後援会費 全額免除 全額納付

学研災・学研倍 （在学年数超過の場合のみ） （在学年数超過の場合のみ）

同窓会費 （入学手続時のみ） （入学手続時のみ）

〔後期休学〕

全期休学 期中休学
休学期間

10月１日～３月31日 11月１日以降～翌年３月31日

授業料 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの授業料を免除

教育充実費 全額納付 全額納付

実験実習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの実験実習費を免除

演習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの演習費を免除

（注）
休学期間中の学費等の徴収・差額返金について

【休学期間中の学費等の徴収】
許可通知書到着後、口座振替、または振込用紙にて休学に係る学期全部の教育充実費を徴収します。

【休学期間中の学費等の差額返金】
休学期間中の学費等を通常の学費で納付済の場合は、許可通知書到着後、約１ヵ月後に届出の口座、または口

座振替で登録の口座へ差額を返金します。
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別表第１（第２条、第４条関係）

○ 学費及びその他の費用（諸会費等）の納付通知時期及び納付期限

学期 前期（又は入学手続時） 後期

通知時期 ４月 10月

納付期限 ４月末日 ※口座振替は５月５日 10月末日 ※口座振替は11月５日

学費 その他の費用 学費

納付対象費用等
授業料

教育

充実費

実験

実習費
演習費

学友

会費

後援

会費

学研災

学研賠

同窓

会費
授業料

教育

充実費

実験

実習費
演習費

「外国語学部」 ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○

「人間科学部」 ○ ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○ ○

「国際学部」 ○ ○ ○ ○ ○
入学

手続時

入学

手続時
○ ○ ○

「大学院」

・グローバルコミニユケーション研究科
○ ○

入学

手続時
○

「大学院」

・健康栄養科学研究科
○ ○ ○

入学

手続時
○ ○

「大学院」

・リハビリテーション科学研究科
○

入学

手続時
○

「大学院」

・こども発達学研究科
○

入学

手続時
○

（注)１．授業料、教育充実費、実験実習費、演習費及びその他の費用のうち学友会費及び後援会費は毎年度納付とする。な

お、学研災及び学研賠は入学手続時に在学年数分を徴収し、同窓会費は入学手続時に終身会費として徴収する。た

だし、留年者の学研災及び学研賠は１年分の掛け金を前期に徴収する。また、大学院研究科の教育充実費は前期に

徴収する。

※大学院グローバルコミュニケーション研究科及び大学院健康栄養科学研究科の教育充実費は１年間分を最小単

位とする。

２．学則に基づき、後期（10月１日）に入学をした場合は、10月１日から翌３月31日までを前期（学年の始め）と読み

替える。
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別表第２（第８条第２項関係）

授業料等の督促時期

督 促 方 法 時 期 備 考

保証人あて文書督促① ６月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促② ７月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

保証人あて文書督促③ 12月10日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促④ １月20日
「所定の期限まで納付されない場合は定期試験の受験資格が認

められない。」旨を表示する。

本人及び保証人あて文書督促 ２月10日
「所定の期限まで納付されない場合は進級・卒業判定会議に該当

しない者として審議される。」旨を表示する。

別表第３（第10条関係）

休学時の学費等について

〔前期休学〕

全期休学 期中休学
休学期間

４月１日～９月30日 ５月１日以降～９月30日

授業料 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの授業料を免除

教育充実費 全額納付 全額納付

実験実習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの実験実習費を免除

演習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの演習費を免除

その他の経費

学友会費 全額免除 全額納付

後援会費 全額免除 全額納付

学研災・学研倍 （在学年数超過の場合のみ） （在学年数超過の場合のみ）

同窓会費 （入学手続時のみ） （入学手続時のみ）

〔後期休学〕

全期休学 期中休学
休学期間

10月１日～３月31日 11月１日以降～翌年３月31日

授業料 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの授業料を免除

教育充実費 全額納付 全額納付

実験実習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの実験実習費を免除

演習費 全額免除
休学した月の翌月から復学した月の
前月までの演習費を免除

（注）
休学期間中の学費等の徴収・差額返金について

【休学期間中の学費等の徴収】
許可通知書到着後、口座振替、または振込用紙にて休学に係る学期全部の教育充実費を徴収します。

【休学期間中の学費等の差額返金】
休学期間中の学費等を通常の学費で納付済の場合は、許可通知書到着後、約１ヵ月後に届出の口座、または口

座振替で登録の口座へ差額を返金します。
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別表第４（第10条関係）

復学時の学費等について

復学時の学費等は、下表に基づき口座振替、または振込用紙にて請求します。

〔復学時の学費等〕

休学年次（年次初年度) 復学年次

前 期 後 期 前 期 後 期前期（４月１日）から

１年間の休学をした場合
教育充実費のみ 教育充実費のみ 通常の学費 通常の学費

前 期 後 期 前 期 後 期後期（10月１日）から

１年間の休学をした場合
通常の学費 教育充実費のみ 教育充実費のみ 通常の学費

前 期 後 期 前 期 後 期前期から当該期末まで

（４月１日～９月30日）

休学をした場合 教育充実費のみ 通常の学費 通常の学費
教育充実費

※科目を履修した場合
は、別表第５による学費

前 期 後 期 前 期 後 期後期から当該期末まで

（10月１日～翌３月31日）

休学をした場合 通常の学費 教育充実費のみ
教育充実費

※科目を履修した場合

は、別表第５による学費

通常の学費

前 期 後 期 前 期 後 期前期の期中から当該期末まで

（５月１日以降～９月30日）

休学をした場合 学費の一部免除 通常の学費 通常の学費
教育充実費

※科目を履修した場合
は、別表第５による学費

前 期 後 期 前 期 後 期後期の期中から当該期末まで

（11月１日以降～翌３月31日）

休学をした場合 通常の学費 学費の一部免除
教育充実費

※科目を履修した場合
は、別表第５による学費

通常の学費

（注）

１．復学年次以降は、進級又は卒業を不可とされ留年した場合を除き、通常の学費となります。

２．表の年次初年度とは、該当年次における最初の年度をさします。

別表第５（第11条関係）

〔学部生〕

学 費 納 付 額

授業料 全学科共通 １単位当たり 30,000円

教育充実費 当該年度（前・後期）の100％に相当する額

実験実習費 全学科共通 １単位当たり 50,000円

〔大学院生〕

学 費 納 付 額

授業料 当該年度（前・後期）の100％に相当する額

教育充実費 当該年度の100％に相当する額

実験実習費 当該年度（前・後期）の100％に相当する額

※ 本表は、必要に応じて適宜追加することができる。
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北海道文教大学除籍・復籍に関する取り扱い内規
（平成28年５月18日 程第１号)

(目 的）

第１条 この内規は、北海道文教大学学則第22条及び北海道文教大学院学則第36条（以下「学則等」という。）に

規定する除籍及び復籍に関する取扱いについて、必要な事項を定めることを目的とする。

(授業料未納者の除籍）

第２条 授業料等未納については「学費等の納付に関する取り扱い内規」に従い取り扱い、授業料を２期未納し

た者は、学則等第22条第１項第１号の規定により当該年度末日で除籍する。

(長期間行方不明者の除籍）

第３条 本学からの文書又は電話による連絡に対し、１年間何の返信もない長期間行方不明者については、学則

等第22条第１項第４号の規定により除籍する。

(休学期間満了後の無手続者の除籍）

第４条 休学期間満了になり、別紙１「修学届」又は休学継続等の手続きをしない者は、学則等第22条第１項第

５号の規定により、休学期間末日で除籍する。

(履修登録をしない者の除籍）

第５条 履修すべき科目が開講されていない等の正当な理由がなく履修登録をしない者は、学則等第22条第１項

第６号の規定により、前期にあっては６月末日付け、後期にあっては12月末日付けで除籍する。

(復籍の取り扱い）

第６条 学長は、除籍した日の翌日から起算して１年以内に、当該除籍の事由となった事柄が無くなり、別紙２

「復籍願」により願い出があったときは、学則等第22条第２項の規定により、教授会の議を経て、復籍を許可す

ることができる。

２ 前項の時期は、学期の始めとする。

３ 前項の規定にかかわらず、学則第35条に該当している者の復籍の時期は、授業料を納入した後の直近の卒業

日とし、同日付けで卒業させる。

４ 復籍を許可した者の復籍後の在学期間は、除籍前の在学期間に通算する。

５ 復籍を許可した者の復籍後の学年は、原則として除籍前の学年とする。

(改 廃）

第７条 この内規の改廃は、教授会の議を経て学長が行うものとする。

附 則

この内規は、平成28年４月１日から適用する。
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